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１．課題と方法

　愛媛県における耕地利用率は2011年で92．5%であ
り，全国での92．1%より若干多く，47都道府県中で21
番目である．これは水田の耕作放棄地化が進む一方で，
裏作の取組が行われているためである．裏作は今ある
水田を水田として利用しながら土地利用を向上させる
ための有効な手段だと考えられる．愛媛県では主に裸
麦が栽培され，収穫量は2011年産で5，250t．全国の約
38．3%のシェアを占めて日本一の収穫量を誇る．しか
し，筆者の故郷である大洲市では裏作の取組を目にし
たことがない．
　大洲市では国の生産調整目標を達成してきたが，地
域独自の取組はほとんど行われず，耕地利用率の向上
にも繋がってこなかった．これまで大洲市ではなぜ独
自の水田利用の方法を見出せなかったのか．また，愛
媛県において盛んである裏作の取組がなぜ行われない
のか．これらに問題意識を置いて，米に関わる農業政
策転換の中での大洲市の水田利用の動向を分析し，今
後の土地利用向上に向けた検討を行う．

２．水田の土地利用に関わる農業政策の展開

　戦後，わが国では米が不足し急速な米増産が図られ
た．政府が米を買い入れ，米の買取価格が保障された

ため生産者は増産を重ね，1963年には米の消費量がピ
ークを迎える．その後消費量が減り，すべての米に買
取責任があった政府において，過剰な米の在庫が積み
上がった．そうして政府買入米価の引き下げと，農家
に対する米の生産調整が開始されることとなった．
1969年に生産調整の試行実施，1971年から稲作転換対
策として生産調整が本格導入された．この生産調整政
策本格化にあたり「米作付けを減らしてほしい」「しか
し水田は“不測の事態”に備えて潰さないでほしい」
「自給の強化に役立つ他の作物を作ってほしい」という
政策的意義が示された（※１）．またこのとき，稲から他作
物への作付転換（転作）の動きも伴われた．その後は，
転作推進による水田利用の展開，効率的な生産をめざ
して米政策が展開し，2002年には「米政策改革大綱」
が策定され，農業者・農業者団体が主役となる新たな
需給調整システムがつくられた．2004年の水田農業構
造改革対策では米政策改革が実行へと移された．転作
作物は地域の自由選択となり，米の生産調整配分は面
積目標から数量目標に変わった．また，転作作物とし
て飼料用米を初めて認定．大綱で示された産地づくり
推進交付金は，この対策で産地づくり交付金（転作助
成金）として実現し，従来の転作助成金の全国一律の
要件・単価を抜本的に見直し，国のガイドラインの範
囲内で地域ごとに交付金の裁量を任せた．
　2007年に品目横断的経営安定対策が施行され，「担い
手」を限定して所得を補填する助成金支払いのシステ
ムがとられた．2009年に水田等有効活用促進対策が制
定され，新規転作田，水田・畑の不作付地等を有効に
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活用しつつ自給率の低い転作作物等の需要に応じた生
産拡大が図られた．2010年に戸別所得補償モデル対策
が開始され，米の「生産数量目標」に即した生産を行
った販売農家（集落営農を含む）に対して所得補償を
行い，今後の戸別所得補償制度で米以外の多くの品目
を広く組み込む方向を目指した．2011年には，麦・大
豆等の畑作物まで対象を拡大，規模拡大加算等の加算
措置，産地資金の創設などが進められ，戸別所得補償
制度の本格実施となった．この制度における水田活用
の所得補償交付金について，戦略作物助成，二毛作助
成，耕畜連携助成，産地資金が用意された．また米に
対する助成では，米の所得補償交付金，米価変動補て
ん交付金が用意された．表１にある交付金の交付単価
は，国一律で設定している．これに含まれない産地資
金は地域の実情に即して，麦・大豆等の戦略作物の生
産性向上，地域振興作物や備蓄米の生産の取組等を支
援するために割り当てられる．つまり，地域における
戦略作物に関しては，戦略作物助成に産地資金を加算
した額での助成が可能となる仕組みになっている．

３．愛媛県における水田利用

　３．１　愛媛県の水田利用の変遷
　愛媛県の2012年の田耕地面積は23，800haで，全国の
中で0．96％の割合を占めている．また愛媛県の2012年
の米作付面積は15，300haで，同年の水田への米の作付
割合を計算すると64．3％となる．
　図１の棒グラフは愛媛県の田耕地面積と水稲作付面
積を表しており，田耕地面積は1969年の生産調整の試
行実施から1973年にかけてやや大きく減少傾向を示し
た後，緩やかに減少を続けている．水稲作付面積も，
減少傾向を継続しているが，大きく減少した1970年は
生産調整の試行実施の翌年である．その他に1978年の
水田利用再編対策，1987年の水田農業確立対策，1996
年の水田営農活性化対策，1998年の緊急生産調整推進
対策など，政策の画期において生産調整面積が拡大し，
田への水稲作付が抑制され転作率が増加してきたこと
が図１から読み取れる．
　愛媛県の水田への転作物の作付状況の近年の変化を
みると，2000年の水田農業確立対策期に麦・大豆は作
付面積を増加させたが，その後は助成金の減少にとも
ない作付面積も減少している．その後の変化は表２に
まとめているが，2007年に麦の作付面積が大きく減少
しており，耕地利用率が前年比でマイナス1．7ポイント
であった．その後農協によるサポート法人などにより
麦の作付面積は増えたが，2004年の４麦合計作付面積
2，120haまでの回復には至っていない．また，大豆も
ほぼ同様である．2010年から2011年にかけて戸別所得

　表１　戸別所得補償制度における国からの一律交付金
　　　　の種類

交付単価
戦略作物助成
　麦，大豆，飼料作物
　米粉用米，飼料用米，WCS用稲
　そば，なたね，加工用米

3．5万円／ 10a
8．0万円／ 10a
2．0万円／ 10a

二毛作助成 1．5万円／ 10a
耕畜連携助成 1．3万円／ 10a
米の所得補償交付金 1．5万円／ 10a

資料：耕地及び作付面積統計，農業者戸別所得補償制度実績書

図１　愛媛県の水田状況
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補償制度開始に伴う畑作助成，出来高支払によって麦
の作付面積はやや増えた．しかし，2011年から2012年
にかけて戸別所得補償制度が本格化し出来高に対する
支払い割合は高いものの，前年の収量及び品質が悪く
農家の意欲が減退したために麦，大豆の作付面積は
2012年に再び減少に転じたと考えられる．以上のよう
に，愛媛県の水田農業においては，国の政策によって
推進されている米の生産調整及び転作目標に応じた水
田利用が進められてきた．また表２で明らかであるよ
うに，愛媛県の耕地利用率は100%を下回っており，
2008年と2009年をボトムとしてわずかに増加を示す部
分もあるが全般的には低下傾向にある．

　３．２　県内地域別に見た水田利用の違い
　次に，愛媛県内の水田利用の地域差を分析するため
東予・南予・中予の地域に分け，表３を用いて分析を
行う．
　東予では，米－麦の二毛作と野菜や花きとの複合経
営が中心である．東予の沿岸平野は稲作を基幹とし，
野菜・果樹・畜産などが結合するが，農地の壊廃も著
しい．中山間地ではかつてみかん栽培が振興されたが
不適地のため，近年は他作物への転換か耕作放棄され

る土地が多い．島嶼部については畑地率が高いが，現
在の土地利用は果樹がほとんどである．2005年におい
て東予地域の耕地面積のうち水田が占める割合は62．0
％，米と麦の作付については作付面積中41．2％，7．1％
である．耕地利用率は1990年に比べ2005年は12．9％ポ
イント減少しているが，二毛作により平野部水田地帯
における耕地利用率は高い．
　中予の松山平野では稲作を基盤として野菜作も盛ん
である．また冬季には麦の裏作も多いが松山市の都市
化にともない農地が減少している．山間部においては
かつて雑穀や麦などの栽培も盛んであったが，現在は
農地の耕作放棄が進んでいる．島嶼部は畑地率が高く，
伝統的に夏作のかんしょと冬作の麦を作ってきたが，
現在は果樹がほとんどである．中予では水田と樹園地
が耕地面積の９割以上を占めているが，近年はどちら
も大きく減少している．耕地面積の減少にともなって
作付面積合計は1990年から2005年にかけて34．3％減少
し，３つの地域の中で最も減少幅が大きい．麦類は，
1990年に比べて2005年には作付面積が半減している．
耕地利用率は県内地域中では最も高いが，1990年から
2005年にかけて9．6ポイント下がっている．
　南予は中山間地で盆地がひらけ，稲作を中心に栗や

　表２　愛媛県における水田への米・麦・大豆の作付状況

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年
米 ₁₆，₁₀₀ ₁₆，₁₀₀ ₁₆，₀₀₀ ₁₆，₀₀₀ ₁₅，₇₀₀ ₁₅，₆₀₀ ₁₅，₈₀₀ ₁₅，₄₀₀ ₁₅，₃₀₀

４ 麦 合 計 ₂，₁₂₀ ₁，₉₃₀ ₁，₉₀₀ ₁，₆₅₀ ₁，₆₈₀ ₁，₇₀₀ ₁，₇₆₀ ₁，₈₂₀ ₁，₇₇₀
うち小麦 ₁₆₁ ₁₆₅ ₁₆₁ ₁₄₁ ₁₄₆ ₁₆₀ ₁₆₈ ₁₉₉ ₁₇₀
うち裸麦 ₁，₉₆₀ ₁，₇₇₀ ₁，₇₄₀ ₁，₅₀₀ ₁，₅₃₀ ₁，₅₄₀ ₁，₅₉₀ ₁，₆₂₀ ₁，₆₀₀

大　　　豆 ₄₅₃ ₃₈₁ ₃₄₄ ₃₃₆ ₃₁₁ ₃₂₀ ₃₁₁ ₃₆₇ ₃₀₂
耕地利用率 ₉₇．₃ ₉₅．₆ ₉₅．₂ ₉₃．₅ ₉₁．₈ ₉₁．₈ ₉₂．₅ ₉₂．₅ －

単位：ha，％　

　注１）米・麦・大豆は子実用
　注２）2012年における耕地利用率は未確定
　資料：耕地及び作付面積統計

　表３　愛媛県農業の土地利用構造

耕地
面積

うち 作付
面積

うち 耕地
利用率水　田 普通畑 樹園地 米 麦　類 豆　類 果樹 野　菜

東予 1990年
1995年
2000年
2005年

₂₀，₇₀₀
₁₉，₄₀₀
₁₇，₄₀₀
₁₆，₃₀₀

₁₁，₇₀₀
₁₁，₁₀₀
₁₀，₆₀₀
₁₀，₁₀₀

₁，₆₃₀
₁，₅₁₀
₁，₁₂₀
₁，₂₂₀

₇，₃₉₀
₆，₆₉₀
₅，₆₂₀
₄，₉₆₀

₂₂，₆₀₀
₁₉，₃₀₀
₁₇，₆₀₀
₁₅，₅₀₀

₈，₃₀₀
₈，₂₂₀
₆，₇₆₀
₆，₃₉₀

₂，₂₃₀
₁，₀₂₀
₁，₁₆₀
₁，₁₀₀

₈₅₁
₁₅₆
₂₂₁
₁₇₀

₆，₆₅₀
₅，₉₉₀
₅，₀₀₀
₄，₃₉₀

₂，₈₇₀
₂，₆₇₀
₂，₆₆₀
₂，₃₀₀

₁₀₉．₂
₉₉．₅
₁₀₁．₁
₉₅．₁

中予 1990年
1995年
2000年
2005年

₂₀，₈₀₀
₁₉，₀₀₀
₁₆，₅₀₀
₁₅，₁₀₀

₈，₉₀₀
₈，₀₇₀
₇，₃₈₀
₆，₉₂₀

₁，₄₁₀
₁，₂₅₀
₁，₁₅₀
₁，₂₁₀

₁₀，₅₀₀
₉，₇₁₀
₇，₉₉₀
₇，₀₂₀

₂₃，₃₀₀
₂₀，₆₀₀
₁₇，₃₀₀
₁₅，₃₀₀

₆，₂₇₀
₆，₀₈₀
₄，₉₆₀
₄，₆₇₀

₁，₄₅₀
₉₀₈
₇₂₂
₇₀₃

₆₄₈
₁₃₄
₁₅₇
₁₃₁

₉，₈₈₀
₉，₁₃₀
₇，₄₉₀
₆，₅₆₀

₃，₄₈₀
₃，₁₅₀
₂，₈₆₀
₂，₃₃₀

₁₁₂．₀
₁₀₈．₄
₁₀₄．₈
₁₀₁．₃

南予 1990年
1995年
2000年
2005年

₃₀，₉₀₀
₂₉，₂₀₀
₂₆，₈₀₀
₂₅，₄₀₀

₉，₂₃₀
₈，₈₃₀
₈，₄₁₀
₈，₀₆₀

₄，₁₄₀
₄，₀₅₀
₃，₅₇₀
₃，₀₅₀

₁₇，₃₀₀
₁₆，₁₀₀
₁₄，₇₀₀
₁₄，₁₀₀

₃₁，₂₀₀
₂₆，₉₀₀
₂₃，₇₀₀
₂₁，₈₀₀

₆，₃₁₀
₆，₄₇₀
₅，₃₉₀
₄，₉₉₀

₃₂₆
₅₇
₄₈
₁₅₁

₇₁₀
₂₁₅
₂₀₀
₂₄₂

₁₅，₁₀₀
₁₄，₇₀₀
₁₂，₉₀₀
₁₂，₅₀₀

₂，₄₈₀
₂，₁₇₀
₁，₈₃₀
₁，₆₉₀

₁₀₁．₀
₉₂．₁
₈₈．₄
₈₅．₈

単位：ha，％　

　資料：愛媛県農林水産統計年報（元データは「耕地及び作付面積調査」による）
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椎茸の栽培が多く見られ，酪農などの畜産業も東予・
中予に比べて盛んである．耕地面積は３つの地域のう
ち一番多いものの，耕地利用率は2005年で85．8％と最
も低い値である．二毛作が行われていた1990年には耕
地利用率が100％を超えているが，その後，米の早期栽
培化が進み二毛作体系が崩れ，耕地利用率を大きく低
下させている．

４．大洲市における水田利用

　４．１　大洲市の土地利用と土地改良事業の取組
　大洲市は愛媛県の南予に位置し，2004年の市町村合
併により長浜町，肱川町，河辺村を吸収し，新しい大
洲市となった．農地の分布は，肱川沿いの平坦地域と
その周辺の山間地域に分かれる．耕地面積の約３分の
１は水田であり，これも平坦部と山間部に二分される．
　旧大洲市内では土地改良事業として1960年から2004
年にかけて71事業が実施されている．最も大規模であ
ったのは東大洲地区の圃場整備事業で，1966年着工，
1970年完了，総事業費約２億９千万円をかけて行われ
た．東大洲地区は大洲平野の主要部であり，当時は
300haに及ぶ農業地帯だったが，常習的な用水不足及
び排水不良のため年々多大な農作物被害を受けてい

た．生産性の向上，経営近代化の阻害要因であった諸
問題を背景に，灌漑排水および圃場整備を目的とする
土地改良が実施されるに至った．
　土地改良事業後の農家の経営規模について，1970年
では1965年に比べて1．5～2．0haが50．5％，2．0ha以上
が196．4％それぞれ増加しており，大規模農家が増えて
いる．しかし1970年から開始された生産調整によって
大規模農家は減少することになる．また，表４より耕
地利用を見ると1965年に比べ1970年に普通畑は45．7％
減少して，樹園地は101．2％増加している．これは土地
改良事業とは異なり「みかんブーム」の影響によるも
のである．また同年で比較すると麦類は45．0%，雑穀
は68．4%それぞれ大きく減少している．
　以上のように土地改良事業が農家の経営規模拡大に
よる農業の効率化を行うことで，当時の大洲市の農地
利用に影響を与えた．しかしこの土地改良事業によっ
て規模を拡大させた農家がある反面，依然として大洲
市に古くから続く小規模零細農家も多く存在していた．
そのため土地改良事業後40年経つ現在でも，小規模零
細農家が主体の農業経営が継続して行なわれている．
　大洲市の土地利用について表４の1970年を例に，耕
地面積の田，樹園地に年１回，それに加えて畑に年２

単位：ha，％　　表４　大洲市の耕地利用と作物別作付面積

区　　　分 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

耕
地
面
積

（
ha
）

計 ₃，₃₉₀ ₃，₅₆₀ ₃，₃₀₀ ₃，₁₄₀ ₃，₁₈₀ ₃，₁₄₀ ₂，₉₂₀ ₂，₆₂₀ ₃，₈₄₀
田 ₁，₇₁₀ ₁，₈₉₀ ₁，₆₁₀ ₁，₄₈₀ ₁，₃₉₀ ₁，₂₉₀ ₁，₁₉₀ ₁，₀₈₀ ₁，₃₆₀

畑

計 ₁，₆₈₀ ₁，₆₇₀ ₁，₆₉₀ ₁，₆₆₀ ₁，₁₇₈ ₁，₈₄₀ ₁，₇₃₀ ₁，₅₄₀ ₂，₄₈₀
普通畑 ₁，₁₇₀ ₆₃₅ ₇₁₉ ₇₀₄ ₇₆₂ ₈₅₈ ₈₀₀ ₈₂₈ ₁，₀₇₀
樹園地 ₅₁₂ ₁，₀₃₀ ₉₆₆ ₉₅₂ ₁，₀₂₀ ₉₈₃ ₉₂₆ ₇₁₃ ₁，₄₁₀
牧草地 ₄ ₉ ₆ ₃ ₃ － － － －

作
物
延
作
付
面
積
（
ha
）

計 ₄，₉₁₀ ₄，₇₁₀ ₃，₈₃₂ ₃，₆₃₀ ₃，₅₁₀ ₃，₄₂₀ ₂，₆₉₀ ₂，₀₆₀ ₂，₈₄₀
稲 ₁，₆₁₀ ₁，₅₄₀ ₁，₃₈₀ ₁，₀₉₀ ₉₂₈ ₇₈₃ ₇₅₉ ₆₅₁ ₇₆₅
麦類 ₇₄₃ ₄₀₉ ₄₈ ₇₄ ₁₀₄ ₇₅ ₃₂ ₂₂ ₂₆
いも類 ₁₆₈ ₅₉ ₅₅ ₅₁ ₅₂ ₄₇ ₁₉ ₁₆ ₁₈
雑穀 ₁₉₃ ₆₁ ₁₂ ₁₂ ₈ ₁₃ ₆ ₆ ₇
豆類 ₂₈₂ ₉₆ ₄₄ ₁₃₃ ₁₃₂ ₁₁₉ ₅₃ ₃₆ ₄₀
果樹 ₂₅₈ ₇₀₅ ₇₅₀ ₈₃₀ ₈₃₅ ₈₂₈ ₇₈₅ ₆₃₉ ₁，₃₀₀
野菜 ₆₁₁ ₆₅₀ ₆₀₄ ₅₇₆ ₅₇₆ ₅₈₀ ₄₈₂ ₃₇₆ ₄₂₂
工芸作物 ₃₀₃ ₁₆₈ ₁₄₆ ₁₃₈ ₁₂₅ ₁₀₅ ₈₇ ₆₃ ₆₁
桑 ₂₃₈ ₂₆₂ ₂₄₅ ₁₉₄ ₁₆₃ ₁₁₄ ₆₉ ₁₆
飼（肥）料作物 ₅₀₈ ₇₅₈ ₅₄₈ ₅₃₆ ₅₈₄ ₇₃₅ ₃₇₅ ₂₁₁ ₁₇₃
その他作物 ₂₁ ₂₄ ₂₂ ₃₄

耕地利用率（％） ₁₄₄．₈ ₁₃₂，₃ ₁₁₆．₁ ₁₁₅．₆ ₁₁₀．₄ ₁₀₈．₉ ₉₂．₁ ₇₈．₆ ₇₄．₀
　資料：愛媛県農林水産統計年報（元データは「耕地及び作付面積調査」による）
　注１）麦類は，6麦（小麦，二条大麦，六条大麦，裸麦，えん麦及びらい麦）であり，子実用のほか，青刈り用及びその他用を含む．
　注２）いも類を含む．
　注３）その他作物は，麦類のその他用（工芸農作物の保護用，生花用等）を除く．
　注４）飼肥料作物は，麦類の青刈り用を除く．
　注５）2005年のデータは合併後の大洲市（長浜町，肱川町，河辺村を含む）であり、その他の都市データとの整合性ない．
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回の作付を行ったと仮定する．このときの年間作付延
面積は4，190haとなり，耕地面積で割ると耕地利用率
は約118%となる．しかし1970年の実際の耕地利用率
は132．3%であり，仮定した耕地利用率を上回ってい
る．つまり，畑で年２回の作付を行ったとしても実際
の耕地利用率に及ばないとわかる．実際の耕地利用率
に達するには田に野菜あるいは麦を作付けしており，
1970年の麦の作付面積が409haを考慮すると，大洲市
でも米－麦の二毛作に取り組んでいた可能性があると
推察される．しかし一転して，1975年には麦の延作付
面積が48haにまで落ち込んでおり，二毛作の崩壊が起
こっている．また，1970年以降は水稲生産調整が開始
され，田耕地面積の減少と稲の延作付面積の減少を比
べると，稲の減少傾向が特に強いことがわかる．

　４．２　大洲市の水田利用の変遷
　大洲市の米の生産は明治期以来約1，500ha水準で推
移し，その生産量は域内消費を満たす程度のものであ
った．また，戦後間もない時期は，大洲市でも麦の生
産に力が注がれていたようである． しかしその後，戦
後の米増産政策による相対的高米価の一方で，麦価の
低下が著しく，農家が生産を諦めたことから，麦の生
産は一部の山間地域を除き次第に行われなくなり，水
田の土地利用の単作化が進む．
　図２を見ると田耕地面積は減少を続けており，1981
年から2004年にかけての23年間で464ha減少した．水
稲の作付面積も田耕地面積と同様に減少傾向を示して
おり，同期間においては408haの減少が見られた．図
３からは，水田への水稲作付面積の割合の増減に応じ

図２　大洲市の田耕地面積と水稲作付面積（1981－2004）

資料：愛媛県農林水産統計年報（元データは「耕地及び作付面積調査」による）
注）旧大洲市の実績である．

資料：愛媛県農林水産統計年報（元データは「耕地及び作付面積調
　　　査」による）
　　　農業者戸別所得補償制度実績書

図３　水田への水稲作付の割合と転作率の推移

資料：大洲市農業再生協議会資料

図４　大洲市の水稲作付実績の推移
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て転作率が減増しており，生産調整と転作作物の推進
が並行して実施されているとわかる．大洲市において
も国の政策に即した水田利用が行われていると言える．
　また米単作の一方で，大洲市は米の生産調整を達成
してきている（図４参照）．大洲市の平地では米が作り
やすいが，山側の土地では高齢化による作業の担い手
の減少と鳥獣被害による影響で年々米の生産を中止す
る農業者が増えているのが現状である．山側の土地は
元来より水田が点在しているが狭小な水田であり，形
も歪であるため機械も入りにくい．そのため，山側で
は米作付農家の減少が特に目立つようになってきた．
こうした米生産からのリタイアによる水稲作付面積の
減少によって生産調整目標を超える数量で生産調整を
達成してきたとみられる．

５．水田農業ビジョンから見える水田利用の構造変化

　５．１　大洲市農業再生協議会の働き
　2002年に発表された米政策改革大綱では，需給動向
を踏まえた生産者や産地自らの判断によって適量の米
生産を行う構造を確立し，稲作及び水田農業経営の安
定的発展を図ることが目標とされた．この大綱を受け
て，2004年に行政，生産者団体及び関係団体が連携し
大洲市水田農業推進協議会（以下，大洲市水田協）が
設立された．
　また同年より，大洲市水田協は愛媛たいき農業協同
組合管内を対象地区とした水田農業ビジョンの策定を
開始する．水田農業ビジョンでは，大洲市の水田農業
の方向性を示すとともに，米の計画的な生産と転作田
における麦・大豆・飼料作物の具体的な生産目標を設
定し，水田利用の向上と土地利用集積による集団栽培
や認定農業者の育成等を図ってきた．2012年，大洲市
水田協は農業者戸別所得補償制度に対応するために水
田協，担い手育成総合支援協議会，耕作放棄地対策協
議会が大洲市農業再生協議会（以下，大洲市再生協）
に整理・統合され，行政と農業団体等が連携する形と
なった．

　５．２　水田農業ビジョンが目指す大洲市の水田農業
　2005年策定の大洲市水田農業ビジョンでは，地域水
田農業の基本的な方向に関して次のように述べられて
いた．1999年度に農協が広域合併した後，野菜・果樹
等の基幹作目に関する施設の充実及び機能強化が実現
し，生産販売の基盤体制は整ったが，現況では農業者
の担い手不足・高齢化が進行し，若い担い手の確保と
土地利用集積が課題となっている．作物振興について，
水田における土地利用型農業を活性化するため，米・
麦・大豆・飼料作物・その他野菜等の振興を図るとと

もに，減農薬減化学肥料栽培や地産地消の取組を推進
し，「売れる米づくり」の産地形成を目指している．
　その後，2011年に施行された戸別所得補償制度によ
って，作物振興で飼料用米の取組を開始すること，水
田利用の将来方向に関する項目に特色ある米づくりや
省力化生産を推進することの２点が付け加えられてい
る．飼料用米の取組は，新需給調整システム移行後に
飼料用米が新規需要米として認定され，高額の交付を
受けられるようになったことが契機であり，飼料用米
の取組を受け入れる畜産農家が存在したために実現し
ている．有限会社岡野ファームは米（子実）をブロイ
ラーの飼料として使い，またその糞尿を堆肥にして耕
種農家に還元する取組を始めている．大洲市水田協の
事務局員によると「たまたま岡野ファームが出てきた
から（飼料用米の）需給調整に取り組んだ」という．
飼料用米は水稲作としての土地利用であるが，生産調
整が必要な米としてカウントされず，すぐに食用米生
産に戻すこともできることから，飼料自給率及び土地
利用の向上には理想的な作物であると言える．
　また売れる米づくりについて，大洲市水田協はブラ
ンド米の生産や高温耐病性品種である「にこまる」の
生産拡大，省力化生産では疎植栽培や鉄コーティング
直播の作付拡大を進めている．大洲市で栽培される米
は，早場米の「あきたこまち」，普通期栽培の「ヒノヒ
カリ」といった品種が主で，次いで「コシヒカリ」の
作付面積が多い．2005年の水田農業ビジョンでは「愛
のゆめ」という品種が推奨されていたが，その後高温
耐病性・晩生品種である「にこまる」へと推奨品種を
変更した．また，麦の作付面積はわずかだが増加傾向
にあるが，田への大豆の作付面積は減少している．

　５．３　政策転換によって生じた水田利用の構造変化
　品目横断的経営安定対策が施行されるにあたり，農
協のサポートによって「グリーンたいき」が作られた．
「グリーンたいき」は，経営安定対策の生産条件不利補
正交付金の対象外となる４ha以下の農家の受け皿組
織として，小規模な麦・大豆生産農家17戸をまとめた
農事組合法人として設立された．そのため農地は大洲
市内でも散在しており，農地が集約された法人化では
ない． 
　戸別所得補償制度下においては，飼料用米も「新規
需要米」として高額の助成を受けられるようになり，
大洲市水田協では飼料用米の作付推進を行った．大洲
市における飼料用米の作付面積は2011年8．6haから，
2012年には15．1haに増加しており，2013年の作付目標
として18．0haを見込んでいる．産地資金では地域協議
会ごとの裁量が図られており，大洲市における新規需
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要米への交付金額は10aあたり13，352円である．飼料
用米には国からの一定交付金もあるため（表１を参
照），大洲市で飼料用米の生産を行うと10aあたり
₉₃，₃₅₂円の交付金額となる．現在のところ，飼料用米
の取組農家は７戸，飼料用米品種は約５種類に限定し
ている．また，図４を見ると，戸別所得補償制度が施
行されてから生産調整は目標により近い値で達成され
るようになってきた．これは，米を少量でも作れば交
付を受けられるために農家の生産意欲が上昇し，自然
減少による生産調整目標の達成が厳しくなったためだ
と考えられる．こうした変化から，今後の飼料用米や
転作作物などの生産について，地域の中でどの転作作
物を作っていくのかを意図的に誘導する必要性が強く
なってきていると言える．
　戸別所得補償制度による大洲市水田農業の構造変化
について，表５から見てみると水稲作付面積は減少傾
向にある．一般作物では，少ない面積の増減ではある

が，麦が増加して大豆が減少している．大豆の減少
5．1haのうち４ha分は１農家の作付減であり，連作障
害とみられる雑草の増加による除草作業のコスト高
と，より有利な転作物としての飼料稲への転換による．
また，野菜作が2005年82．6haから2011年104．7haに増
加していることが注目される．大洲市は旧来から一定
程度の野菜産地ではあったことに加え，2010年に愛媛
たいき農協が市内に大規模直売所「愛たい菜」を開設
し，野菜の販売先が用意されたことも起因していると
思われる．

　５．４　構造変化後の現状と課題
　品目横断的経営安定化対策によって小規模麦作農家
が法人化したが，この法人は交付金取り入れのための
形式的なものでしかない．この対策は経営規模の拡大，
農地の利用集積の促進等による経営の効率化を図るこ
とを目的としたものだが，農地は依然として小規模で
あるのが大洲市の現状である．
　また，戸別所得補償制度によって，飼料用米作付に
対して国からの一律交付金と大洲市の産地資金，合わ
せて約９万円という高額の交付が受けられるために飼
料用米作付面積が増えている．一方で以前より作付さ
れていた転作大豆の作付面積が減少している．つまり
転作される作目が変わっただけであり，水田利用の向
上は実現できていないと言える．加えて，飼料用米の
生産における今後の課題として売り先の確保が考えら
れる．今は売り先となる畜産農家がいるため飼料用米
の生産が可能であるが，今後畜産農家が飼料用米の買
い取りに手を挙げなくなれば，今の飼料用米の作付を
維持するどころか，米の作付に戻すか他の転作作物へ
の転換を考えなくてはならない．飼料用米の生産維持
あるいは拡大を見込むためには，畜産農家との強い連
携の構築によってこの課題を解消することが不可欠で
ある．

６．今後の大洲市における土地利用向上の可能性

　本論における調査・分析を通して，大洲市で土地利
用が向上しなかった原因は，国の生産調整や転作目標
を守ってきただけで，地域として主体的に土地利用の
向上に取り組まなかったためであると結論づけられる．
　大洲市水田協が設立される以前から，大洲市では田
耕地面積及び水稲作付面積の減少が続いていた．また，
水田協設立後も，依然として田耕地面積の減少が続き，
農業者の高齢化によって水田の事実上の耕作放棄地化
が深刻化している．水田協は生産調整の達成を第一の
目標とし，それに加えて水田利用の向上を目指してい
るが，すでに耕作放棄地となった水田に関しては対策

　表５　大洲市の水田農業実施状況

区分
実施面積（ha）

2005年 2010年 2011年
水稲生産目標数量 ₆₈₀．₉ ₅₆₅．₀ ₅₃₀．₀
水稲 A ₅₆₂．₆ ₅₃₈．₉ ₅₂₈．₆
景観形成等 B ₀．₂ ₀．₃
調整水田 C ₅．₂
林地 D ₁₃₈．₉ ₁₄₃．₉ ₁₃₀．₉
事故保全管理 E ₂₄₇．₈ ₂₇₄．₁ ₂₈₆．₃
土地改良通年施行 F ₀．₂
実績算入 G ₂．₃
作物作付け H ₂₅₀．₅ ₂₅₂．₅ ₁₇₇．₈

一
般
作
物

麦 ₀．₆ ₁₄．₈ ₁₉．₀
大豆 ₁₆．₇ ₁₃．₄ ₈．₃
飼料作物 ₁₇．₈ ₁₄．₈ ₁₃．₉
新規需要米 ₈．₆
そば・なたね等 ₀．₂
その他 ₁₉．₈ ₁₈．₅

永
年
性
作
物

果樹 ₇₆．₆ ₇₈．₂ ₈．₇
その他永年性作物 ₀．₂ ₅．₇
転換畑 ₃₆．₃

特
例
作
物

野菜 ₈₂．₆ ₁₀₇．₀ ₁₀₄．₇
たばこ ₀．₀
こんにゃく ₀．₀

作物カウント等 I ₉₃．₂
水稲作付け以外の水田合計（B～ I） ₆₄₅．₂ ₆₇₀．₈ ₆₈₈．₂

総合計 ₁，₂₀₇．₈ ₁，₂₀₉．₇ ₁，₂₁₆．₈
　資料：大洲市農業再生協議会水田農業ビジョン
　注１）旧大洲市のデータ
　注２）2011年における果樹は，「作物カウント等」に吸収されてい
　　　　ると推測される．
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を講じていないのが現状である．しかし，この耕作放
棄地化による水稲作の自然減少が結果として生産調整
目標の達成につながっており，このことが地域農業に
適した転作作物を本気で決める必要性を削いでいたと
もいえるのである．
　また，裏作の振興が進まなかったことも土地利用率
を低下させている要因である．大洲市では麦の収穫時
期に降水量が多いため，麦の栽培には不適な土地柄で
あるが，これまで早場米の生産が推進されてきたため，
早場米の田植え時期と麦の収穫時期が重なっていたこ
とも裏作麦が少なかった要因である．さらに，麦転作
のためには播種機，施肥用ブロードキャスタ，汎用コ
ンバインなどの専用機械の購入が必要であるが，専用
機械を利用するほど農地集積が進んでいないため，コ
スト負担が経営を悪化させてしまう恐れが強い．品目
横断経営安定対策期に形成された組織化は形だけであ
り，機械作業は個別に実施されたため麦生産の効率化
には結びついてはいなかった．
　これまで水稲農業の技術向上や交付金利用に関し
て，農業再生協議会や地域農協の果たしてきた役割は
大きいと考えられるが，実際には大洲市の水田利用は
向上していない．大洲市で土地利用を向上させるため
には，①表作としての転作物の振興，②裏作麦の振興
と麦生産体制の組織化が必要であると考えられる．
　①については，事実上の不作付化している水田の利
用を促進する方策の実施である．表５でみたように大
洲市では「自己保全管理」水田が相当面積存在する．
近年は飼料用米の生産が増えつつあるが，逆に大豆の
生産が減っているのが実情であり，野菜作の増加も注
目されるが部分的である．土地利用型作目の振興は，
交付金水準の維持が前提ではあるが飼料米が現実的で
あり，畜産農家とのより広範な連携が求められる．ま
た，農業従事者の高齢化が著しい現状からは，野菜作
の大規模な振興は難しいとみられる．そういった点で，
野菜や大豆の振興には，直売所の機能がきわめて重要
である．大豆は豆腐や味噌に加工し販売ことも可能で
あり，地産地消型の作目振興が求められる．
　②については，水稲作の早期栽培からの転換が必要
であるが，温暖化対策として現在作付けを推進してい
る水稲品種「にこまる」は晩生品種であり，麦の収穫
時期と重なる可能性は低く，麦の作付は可能だと考え
られる．また，「グリーンたいき」は農事組合法人であ
りながら麦の生産は事実上個別化しており，農地は分
散している．麦作の振興における機械投資と作業のネ
ックを解消するために，農地集約を実現するとともに，

作業を法人がすべて担うシステムを構築することを検
討すべきである．
　このように，大洲市の水田の在り方に適した転作作
物と裏作作物の生産を計画的に推進することが必要で
あり，そのような方策が土地利用の向上を実現するの
ではないだろうか．

　摘　　要

　愛媛県では裸麦の裏作が盛んであり，耕地利用率の
向上につながっているが，大洲市では裏作が行われて
いない．わが国の農業政策の展開においては，米過剰
を契機とする生産調整と，転作作物の推進が図られて
きた．愛媛県および大洲市では，国の政策に則った水
田利用が進められており，大洲市は国の生産調整目標
を達成してきた．しかし達成の背景には水田の自然減
少が強く影響しており，地域に適した作物作付や水田
利用は確立できていない．大洲市における耕地利用率
の向上のために①表作としての転作物の振興，②裏作
麦の振興と麦生産体制の組織化という二つの提案を行
った．
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